
[１]　　事業の進捗状況

(1) 34
(2) 45
(3) 5
(4) 29

[２]　　事業費の内訳（※現時点で把握可能な概算事業費によるものです）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

市民生活の復興 105,061 48,599 9,758 2,265 33,900 10,539 18,178 17,398 23,558 11,640 13,700 13,382 3,060 1,815 1,464 866

産業・経済の復興 134,552 47,316 61,279 3,470 15,978 6,509 9,870 19,059 29,460 22,166 15,462 10,762 7,880 4,497 7,072 8,324

都市基盤の復興 163,937 32,260 86,379 3,310 31,113 10,875 3,915 10,483 17,914 21,821 19,956 28,387 26,503 15,228 14,907 4,823

防災まちづくり 10,392 2,118 24 69 6,452 1,729 131 2,173 2,415 4,554 414 365 144 99 63 34

413,942 130,293 157,440 9,114 87,443 29,652 32,094 49,113 73,347 60,181 49,532 52,896 37,587 21,639 23,506 14,047

(37.3%) (39.3%) (23.4%)

★事業費による進捗状況（平成23年度～平成30年度）→：376,389百万円÷総事業費：413,942百万円＝90.9％

参考（前回調査時）

　※着手済事業の⑴・⑵の平成31年度以降の事業費を「０」とした場合の進捗状況＝91.4％

414,116 130,328 158,121 9,107 87,042 29,518 32,094 49,112 73,273 60,191 49,531 52,898 37,585 23,563 23,671 12,198

(37.3%) (39.3%) (23.4%)

■主な事業

・防災行政無線整備事業           １０億円

※着手済の細分類

復興計画の柱

全体計画（百万円）

令和2年度30年度23年度 24年度 令和元年度25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

未着手   0
計　 256

整理・統合等 20

大船渡市復興計画事業の進捗状況

令和元年９月30日現在

実施済 　 143

着手済

検討中   

進捗状況 事業数

113

・湾口防波堤復旧事業　   　　２５５億円

④　防災まちづくり

154,554 162,609

0

96,779

③　都市基盤の復興

162,620 97,017

・港湾施設復旧事業　　　     ３８０億円 ・再生可能エネルギー導入促進事業 ６０億円

・道路新設・改良事業　   　　２７６億円 ・消防救急無線施設・設備整備事業 １４億円

事業費

財源内訳（百万円）

・災害廃棄物処理事業　　        ４５８億円 ・漁港関係施設等復旧事業（漁港施設）７１２億円

・被災学校移転改築事業　　　    １１２億円 ・水産業共同利用施設復興整備事業　　　８５億円

復興計画の期間別事業費（全事業費に占める割合）

①　市民生活の復興

合　計

（H31.3.31現在）

②　産業・経済の復興

復興計画の期間別事業費（全事業費に占める割合） 154,479

・防災集団移転促進事業　        １６４億円 ・共同利用漁船等復旧支援対策事業　　１１８億円

市民生活

25%

産業経済

32%

都市基盤

40%

防災

3%

[２２２２]事業費割合事業費割合事業費割合事業費割合

市民生活

産業経済

都市基盤

防災

資料１

実施済

56%

着手済（1）

13%

着手済（2）

18%

着手済（3）

2%

着手済（4）

11%

検討中

0%

未着手

0%

[１１１１]事業事業事業事業数割合数割合数割合数割合

実施済

着手済（1）

着手済（2）

着手済（3）

着手済（4）

検討中

未着手

(1) 震災前からの事業で、震災により中断後、再開し、既に軌道に乗っているもの⇒（実質的に実施済）

(2) 震災後からの事業で、既に軌道に乗り、単年度の繰り返しで、今後も継続するもの

(3) 震災前からの事業で、震災により中断後、再開したものの、まだ完成（完了）していないもの、若しくは軌道に乗っていないもの

(4) 震災後からの事業で、まだ完成（完了）していないもの、若しくは軌道に乗っていないもの
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①市民生活の復興 ②産業・経済の復興

進捗状況 事業数 進捗状況 事業数

実施済 40 実施済 59
着手済(1) 4 着手済(1) 19
着手済(2) 22 着手済(2) 10
着手済(3) 0 着手済(3) 1
着手済(4) 12 着手済(4) 6
検討中 0 検討中 0
未着手 0 未着手 0

計 78 計 95
整理・統合等 0 整理・統合等 14

③都市基盤の復興 ④防災まちづくり

進捗状況 事業数 進捗状況 事業数

実施済 22 実施済 22
着手済(1) 3 着手済(1) 8
着手済(2) 4 着手済(2) 9
着手済(3) 4 着手済(3) 0
着手済(4) 10 着手済(4) 1
検討中 0 検討中 0
未着手 0 未着手 0

計 43 計 40
整理・統合等 4 整理・統合等 2

実施済

51%

着手済(1)

5%

着手済(2)

28%

着手済(3)

0%

着手済(4)

16%

検討中

0%
未着手

0%

実施済

着手済(1)

着手済(2)

着手済(3)

着手済(4)

検討中

未着手

実施済

62%
着手済(1)

20%

着手済(2)

11%

着手済(3)

1%

着手済(4)

6%

検討中

0%
未着手

0%

実施済

着手済(1)

着手済(2)

着手済(3)

着手済(4)

検討中

未着手

実施済

51%

着手済(1)

7%

着手済(2)

10%

着手済(3)

9%

着手済(4)

23%

検討中

0%

未着手

0%

実施済

着手済(1)

着手済(2)

着手済(3)

着手済(4)

検討中

未着手
実施済

55%

着手済(1)

20%

着手済(2)

22%

着手済(3)

0%

着手済(4)

3%

検討中

0% 未着手

0%

実施済

着手済(1)

着手済(2)

着手済(3)

着手済(4)

検討中

未着手

分 野 別 の 復 興 状 況
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　1　市民生活の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

方針①　被災者の早期の住宅再建を支援するほか、地域コミュニティーの維持・形成に配慮した、安全な生活環境を確保 します。

　施策ア　被災者の事情に十分配慮しながら、個人住宅再建のための支援を行います。

1

△

H

応急仮設住宅維持

管理等支援事業

応急仮設住宅の補修や駐車場などの

維持管理

・市内37団地、1,801戸対象（当初）

市 H23～R1 着手済 4 ※有

【現状】

①令和元年5月末日でプレハブ

仮設入居者は全員退去した。

②施設の維持管理費として、敷

地賃借料、仮設間転居費用、共

用部分の光熱水費などを支出

している。

③仮設団地の解体工事（県建

築住宅課）

　・地ノ森仮設：令和元年9月完

了。

　・長洞仮設：令和元年8月中旬

着工、12月完了予定。

【課題】

特になし。

324,198 21,744 253,061 3,029 46,364 72,034 41,635 40,004 42,559 39,056 39,565 26,722 17,261 5,362 住宅公園課

3

△

S

住宅耐震改修補強

事業

木造住宅の耐震補強工事実施者に補

助金を交付し、災害に強いまちづくりを

推進

・昭和56年以前に建築された一戸建木

造住宅が対象

・工事費の1/2、上限：62.8万円

市 H23～ 着手済 2

【現状】

・申請受付中（交付実績なし）

【課題】

・今後においても、災害に強い

まちづくりの手法として、本事業

を継続する。

2,484 1,242 471 771 2,484 住宅公園課

4

◎

H

埋蔵文化財調査事

業

被災者の遺跡内への住宅建設などに

伴う発掘調査

市 H23～R2 着手済 4 有

【現状】

被災者の住宅再建等に伴う試

掘・発掘調査、整理作業及び復

興関連事業の事前調査の実

施。

・平成30年度の調査状況

　発掘調査：なし

　試掘調査：１件

【課題】

令和元年度以降に新たな発掘

調査を実施した場合、令和2年

度までに完了しない可能性があ

る。

416,086 312,064 104,022 14,713 13,790 63,653 72,518 35,157 36,252 15,229 46,036 118,738 生涯学習課

　施策イ　住宅の自主再建が困難な方のために、公営住宅を整備します。

　施策ウ　住宅の高台移転や宅地のかさ上げなどにより、津波などの災害にあわない安全な居住環境を整えます。

7

◎

H

防災集団移転促進

事業

居住に適当でないと認められる区域内

にある住居の集団移転の促進

・住民の意向を踏まえて移転促進区域

を設定するほか、住宅団地の整備、移

転者に対する助成などを行う

・住宅団地の規模は5戸以上（移転しよ

うとする住居の数が10戸を超える場合

には、その半数以上の戸数）

・土地利用にあたっては、所有者の意

向を確認しながら遊休農地の活用を図

る

・移転後の跡地については、再び住宅

が建設されて危険が生じることのないよ

う、条例により建築基準法第39条の規

定による災害危険区域として指定する

市 H23～R1 着手済 4 有

【現状】

・全21地区において事業実施中

・21地区33団地で団地整備工

事が完了し、宅地を引渡すとと

もに、住宅移転費用の補助、被

災跡地買取りを実施している

【課題】

・空き区画への対応

（神坂1、小河原1、中赤崎2、永

浜3、崎浜2）

16,456,437 14,386,557 2,069,880 386,096 2,375,742 3,834,365 4,046,940 3,468,083 1,519,207 550,576 275,428

復興政策課

市街地整備

課

8

△

H

がけ地近接等危険

住宅移転事業

がけ地近接等危険住宅の移転促進

・急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特

別警戒区域及び災害危険区域対象

・住宅を移転する者に対して除去費用と

して80.2万円を補助

・新家屋取得に対して金融機関からの

借入額利子相当額を補助

市 H24～ 着手済 2 有

【現状】

交付決定件数（令和元年9月末

現在）

・通常分（急傾斜地・土砂災害）

1件

・津波分（災害危険区域）19件

【課題】

　津波分は、Ｒ２年度で事業完

了見込だが、通常分は、災害に

強いまちづくりの手法として事

業継続する。

130,987 5,374 2,687 90,179 32,747 780 0 11,370 21,721 21,700 22,014 48,385 5,017 住宅公園課

財源内訳

全体計画

復　興

交付金

着手済

細分 32年度

事 業 費(千円）

23年度 24年度 31年度

担当課

30年度事業費(千円） 25年度 26年度 27年度 28年度

事業概要 事業主体 事業期間事業名

29年度

事業

区分

現状と課題進捗状況
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　1　市民生活の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

財源内訳

全体計画

復　興

交付金

着手済

細分 32年度

事 業 費(千円）

23年度 24年度 31年度

担当課

30年度事業費(千円） 25年度 26年度 27年度 28年度

事業概要 事業主体 事業期間事業名

29年度

事業

区分

現状と課題進捗状況

9

○

H

漁業集落防災機能

強化事業

漁業集落の地盤かさ上げ、集落道整

備、水産用地造成などにより防災機能

を強化します。

市 H25～R1 着手済 4

有

※有

【現状】

・浦浜地区整備完了。（宅地嵩

上げ・内面排水・水産用地・集

落道）

・泊地区整備完了。（水産用地・

集落道）

・崎浜地区は水産用地1期工

事・集落道（4路線）完了。

・綾里地区は水産用地・１号避

難路完了

【課題】

・他事業との調整

1,234,801 926,101 308,700 38,712 270,833 274,827 413,401 185,109 51,919 水産課

　施策エ　住宅移転（市内）希望者への支援を行います。

10

△

S 市民相談事業

法律相談、登記相談、行政相談、消費

生活相談など、被災者などの抱える不

安や悩み事について相談機会を提供

・場所：市役所内

・方法：市民相談員及び職員による一

般相談受付、弁護士、司法書士、土地

家屋調査士、行政相談員など専門家に

よる特別相談受付

市など H23～ 着手済 1

【現状】

・各種相談を受付中

【課題】

・関係機関との連携により、市

民ニーズの変化に対応した相

談機会の確保と情報提供を図

る必要がある

10,638 2,400 8,238 852 1,488 1,488 1,488 888 888 888 882 888 888 市民環境課

11

△

S

総合的被災者相談

支援事業

被災者からの相談・問い合わせに対応

するため、大船渡地区被災者相談支援

センターを設置

・対象：被災者、支援者、行政職員など

・場所：大船渡地区合同庁舎内

・方法：弁護士、司法書士、土地家屋調

査士、建築士などによる相談受付

県 H23～R2 着手済 2

【現状】

・各種相談を受付中（相談員の

ほかに各種専門家も配置）

・巡回・出張相談を適宜開催

【課題】

・相談ニーズの変化に対応した

専門家の配置

・潜在的な需要に対応する体制

の確保

61,363 61,363 5,700 8,500 4,704 4,694 4,993 8,484 6,072 6,072 6,072 6,072 市民環境課

追1

◎

S

被災者住宅再建支

援事業

被災者の自力による住宅再建を支援す

るため、市内に住宅を建築または購入

する場合の建築・購入費用の一部に対

し、補助金を交付

・補助金額：複数世帯200万円、単数世

                帯150万円

※災害危険区域内においては、建築基

準を満たす場合に限る

市 H24～R2 着手済 4

【現状】

・事業内容を拡充済（補助金額

を倍増、遡及適用）

・補助金申請相談及び受付を

実施中

・交付決定件数：1,285件（令和

元年9月末現在）

【課題】

・補助金制度の周知徹底

2,942,950 980,920 1,962,030 201,000 606,450 477,000 474,500 372,500 174,500 157,000 240,000 240,000 地域福祉課

追2

◎

S

被災者住宅再建支

援事業（住宅移転

等敷地造成費補助

金）

被災者の自力による住宅再建を支援す

るため、市内に一戸建ての住宅または

併用住宅を建築または購入する場合の

敷地造成費の一部に対し、補助金を交

付

・補助金額：敷地造成費のうち330㎡

（100坪）までの工事費の1/2（上限：30

万円）

・造成された宅地を購入した場合は、上

記に相当する工事費の1/2（上限：30万

円）

※災害危険区域内においては、建築基

準を満たす場合に限る

市 H24～R2 着手済 4

【現状】

・事業終期年度を延長済（平成

30年度→平成32年度）

・補助金申請相談及び受付を

実施中

・交付決定件数：464件（令和元

年9月末現在）

【課題】

・未受給者の有無の確認

143,742 143,742 36,739 37,346 23,660 16,924 10,287 4,086 4,500 6,000 4,200 住宅公園課

追3

◎

S

被災者住宅再建支

援事業（住宅移転

等水道工事費補助

金）

被災者の自力による住宅再建を支援す

るため、市内に一戸建ての住宅または

併用住宅を建設または購入する場合の

水道工事費の一部に対し、補助金を交

付

・補助金額：市が定める基準額から算

出した総額（10万円未満の場合を除く）

の1/2（上限：200万円）

※災害危険区域内においては、建築基

準を満たす場合に限る

市 H24～R2 着手済 4

【現状】

・事業終期年度を延長済（平成

25年度→令和２年度）

・補助金申請相談及び受付を

実施中

・交付決定件数：308件（令和元

年９月末現在）

【課題】

・特になし

72,775 72,775 11,305 15,584 17,902 15,264 6,434 2,515 1,718 1,053 1,000 水道事業所
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　1　市民生活の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

財源内訳

全体計画

復　興

交付金

着手済

細分 32年度

事 業 費(千円）

23年度 24年度 31年度

担当課

30年度事業費(千円） 25年度 26年度 27年度 28年度

事業概要 事業主体 事業期間事業名

29年度

事業

区分

現状と課題進捗状況

追4

◎

S

生活再建住宅支援

事業（復興住宅新

築補助金）

住宅を滅失した被災者が、住宅の新

築・購入する場合に要する費用の一部

に対し、補助金を交付

・補助金額：バリアフリー対応工事

　　　　　　　床面積75㎡未満＝40万円

　　　　　　　床面積75㎡以上120㎡未満

　　　　　　　＝60万円

　　　　　　　床面積120㎡以上＝90万円

　　　　　　県産材使用工事

　　　　　　　使用量10㎡以上＝20万円

　　　　　　　使用量20㎡以上＝30万円

　　　　　　　使用量30㎡以上＝40万円

市 H24～R2 着手済 4

【現状】

・事業終期年度を延長済（平成

30年度→平成32年度）

・補助金申請相談及び受付を

実施中

・交付決定件数：926件（令和元

年9月末現在）

【課題】

・未受給者の有無の確認

846,100 846,100 53,500 126,700 144,700 165,400 157,100 46,200 55,500 57,000 40,000 住宅公園課

追5

◎

S

生活再建住宅支援

事業（被災住宅補

修等補助金）

被災した住宅の補修・改修工事費の一

部に対し、補助金を交付

・補助金額：補修工事（半壊・一部損

壊）

　　　　　対象工事費の1/2以内で

　　　　　　　上限30万円

　　　　　改修工事

　　　　　耐震改修工事費の1/2以内で

　　　　　上限60万円

　　　　　バリアフリー改修工事費の1/2

　　　　　以内で上限60万円

　　　　　県産材使用改修工事費の1/2

　　　　　以内で上限20万円

市 H24～R2 着手済 4

【現状】

・事業終期年度を延長済（平成

30年度→平成32年度）

・補助金申請相談及び受付を

実施中

・交付決定件数：792件（令和元

年9月末現在）

【課題】

・未受給者の有無の確認

309,493 309,493 135,614 62,482 42,928 26,807 11,035 9,316 7,711 6,800 6,800 住宅公園課

追6

◎

S

生活再建住宅支援

事業（被災宅地復

旧補助金）

被災した宅地の復旧工事費の一部に

対し、補助金を交付

・対象工事

　のり面の保護、排水施設の設置、地

盤の補強・整地、よう壁の設置・補強

（旧よう壁の除去を含む）、地盤調査・

設計調査費

・補助金額：対象工事費の1/2以内で上

限200万円

市 H24～R2 着手済 4

【現状】

・事業終期年度を延長済（平成

30年度→平成32年度）

・補助金申請相談及び受付を

実施中

・交付決定件数：358件（令和元

年9月末現在）

【課題】

・未受給者の有無の確認

390,273 390,273 154,603 71,346 64,673 41,402 16,446 11,017 8,786 11,000 11,000 住宅公園課

追7

◎

S

生活再建住宅支援

事業（被災住宅債

務利子補給補助

金）

被災した住宅の再建資金を金融機関な

どから新たに借り入れた場合に、住宅

ローンの支払い利子の一部に対し、補

助金を交付

・補助金額：支払利子相当額

市 H24～R2 着手済 4

【現状】

・事業終期年度を延長済（平成

30年度→平成32年度）

・補助金申請相談及び受付を

実施中

・交付決定件数：900件（令和元

年9月末現在）

【課題】

・未受給者の有無の確認

1,890,718 50,492 1,840,226 12,828 441,691 411,298 349,898 220,565 121,736 119,719 132,983 80,000 住宅公園課

追8

◎

S

生活再建住宅支援

事業（住宅再建移

転補助金）

被災者の自力による住宅再建を支援す

るため、市内に住宅再建移転を行う場

合に要する経費に対し、補助金を交付

・補助金額：一律5万円

・1世帯1回限り

市 H25～R2 着手済 4

【現状】

・事業終期年度を延長済（平成

30年度→平成32年度）

・補助金申請相談及び受付を

実施中

・交付決定件数：1,409件（令和

元年9月末現在）

【課題】

・未受給者の有無の確認

76,750 76,750 23,550 10,250 14,900 14,450 3,650 2,950 4,000 3,000 住宅公園課

追9

◎

S

浄化槽設置整備事

業

被災住居の再建に伴う下水道未供用

区域での低炭素社会対応型浄化槽の

設置に対し、補助金を交付

・補助金額：5人槽　352千円

　　　　　　　 7人槽　441千円

　　　　　 　  10人槽　588千円

市 H24～R2 着手済 2 有

【現状】

・補助金申請相談及び受付を

実施中

・平成24年度交付件数：105件

・平成25年度交付件数：143件

・平成26年度交付件数：163件

・平成27年度交付件数：154件

・平成28年度交付件数： 86件

・平成29年度交付件数： 24件

・平成30年度交付件数： 24件

・令和元年度交付件数： 　5件

　（令和元年９月末日現在）

【課題】

・特になし

344,384 258,287 86,097 43,333 58,489 65,912 61,502 34,366 9,752 9,841 61,189 下水道事業所

　施策オ　新たな居住環境において、人と地域のつながりが保てるよう配慮します。

5



　1　市民生活の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

財源内訳

全体計画

復　興

交付金

着手済

細分 32年度

事 業 費(千円）

23年度 24年度 31年度

担当課

30年度事業費(千円） 25年度 26年度 27年度 28年度

事業概要 事業主体 事業期間事業名

29年度

事業

区分

現状と課題進捗状況

13

△

S

沿岸被災地仮設住

宅運営支援事業

応急仮設住宅などでの住民相互のコ

ミュニケーションの維持や地域コミュニ

ティーづくりの支援

・社会福祉法人やＮＰＯなどと連携

・集会所などを利用したコミュニティーづ

くりや行政連絡、困りごと相談、交流イ

ベントなどを実施

・災害公営住宅において、コミュニティ

形成事業を継続して実施する

（北上市）

市

H23～R2 着手済 2

【現状】

・平成25年度で北上市の支援

が終了し、平成26年度以降は

市が事業主体となった。

・平成27年３月に市も参加する

「大船渡市応急仮設住宅支援

協議会」を設立し、平成27年度

から事業主体となった。

・平成27年９月から災害公営住

宅のコミュニティ形成支援を開

始した。

・応急仮設住宅入居者の住宅

再建がほぼ完了したことから、

平成31年３月31日をもって「大

船渡市応急仮設住宅支援協議

会」を解散した。

【課題】

・災害公営住宅におけるコミュ

ニティ形成支援事業については

継続実施が必要である。

1,492,175 849,141 643,034 569,460 279,681 204,088 150,468 132,643 75,895 39,940 20,000 20,000 住宅公園課

方針②　市民が安心して暮らせるよう保健、医療、介護、福祉など生活に密接に関係する各種サービスの充実を図ります。

　施策ア　被災者の心と体のケア対策を実施します。

追

11

○

S

東日本大震災津波

被災地健康支援事

業

応急仮設住宅などに居住する被災者の

健康増進を図るため、保健師、看護師

などの専門職を全国から公募するとと

もに、臨時に雇用して、関連する支援活

動を実施

市 H24～R1 着手済 2

【現状】

・災害公営住宅入居者に対する

支援を実施中

【課題】

・専門職の必要人員の確保

56,077 18,151 36,544 1,382 6,904 5,868 8,563 8,272 9,123 5,346 5,736 6,265 健康推進課

追

12

○

S

被災者健康づくり

サポート事業

被災者を対象に健康状況の悪化予防

や健康不安解消、住民相互の交流促

進などに資する各種事業を実施

市 H24～R1 着手済 2

【現状】

・各種健康教室・イベント及び相

談を実施中

【課題】

・不参加者へのアプローチ

34,316 4,783 28,822 711 7,907 10,505 3,404 4,434 3,226 3,378 952 510 健康推進課

16

△

S

公害防止測定調査

事業

震災後の大気の状況変化の有無を把

握するため、降下ばいじん量を調査

・場所：大船渡町、盛町

・方法：自重または雨とともに沈降する

ばい煙や粉じんなどを容器に集めて降

下ばいじん量を測定

・数量：24検体/年（両地点で毎月1回）

市 H23～R2 着手済 2

【現状】

・市内2カ所で測定を実施中

【課題】

・復興事業などの粉じんへの影

響について注視する必要があ

る

1,204 1,204 215 154 103 105 105 104 104 104 105 105 市民環境課

18

◎

S

環境放射線量測定

事業

原発事故に伴い、市独自での大気中の

放射線量の測定や市民への測定器の

貸し出し（無料）により、市内への同事

故の影響を把握するとともに、市民へ

情報を提供

・場所：市内

・方法：簡易測定器による測定

市 H23～ 着手済 2

【現状】

・H29より年２回、市内9カ所で

定期測定を実施中

・測定結果などはホームページ

や市広報紙で随時周知

・市民に対して測定器を貸出中

【課題】

・H23より測定しているが、数値

が人体に影響のない値であるこ

と、また貸出の実績件数もH30

年度は0件であったことから、現

状、課題は特になしとした。

4,302 843 3,459 200 1,545 273 615 417 384 433 139 148 148 市民環境課

　施策イ　被災した保健・医療・介護・福祉施設を早期に復旧します。

　施策ウ　地域医療を充実します。

23

◎

S

医師確保対策事業

（市町村医師養成

事業、地域医療調

査研究事業を含

む）

医師不足の解消や初期救急医療体

制、夜間における診療体制の環境整備

に向けた取組

・対象：県の奨学金事業

・内容：負担金の納入

・対象：県立病院、医師会など関係機関

の代表

・内容：県立大船渡病院の医療体制充

実や地域医療の課題についての検討

会開催

市 H23～ 着手済 2

【現状】

・医師奨学金事業は負担金納

入により実施する

・気仙地域県立病院運営協議

会及び未来かなえ機構理事会

で関連事項を協議

【課題】

・関係機関との調整

21,841 2,674 19,167 2,473 2,830 2,841 2,175 2,150 2,336 2,233 2,724 2,079 国保年金課

　施策エ　地域全体で高齢者や障がい者、子どもたちを支え合うやさしいまちづくりに取り組みます。
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　1　市民生活の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

財源内訳

全体計画

復　興

交付金

着手済

細分 32年度

事 業 費(千円）

23年度 24年度 31年度

担当課

30年度事業費(千円） 25年度 26年度 27年度 28年度

事業概要 事業主体 事業期間事業名

29年度

事業

区分

現状と課題進捗状況

25

△

S

介護予防健康づく

り事業

介護予防のための各種教室等の開催 市 H23～ 着手済 1

【現状】

・介護予防教室を市内10会場で

開催している

･温泉ミニデイサービス事業、高

齢者ふれあい活動事業など、委

託 による 介護予防事業を実施

・介護予防ボランティア養成講

座の開催（5回コース）

・地域の自主活動への、介護予

防に関する講師派遣

【課題】

・送迎対応ができず、参加者が

限定される

86,845 21,711 10,855 54,279 9,633 8,757 9,422 7,530 5,992 9,607 12,832 11,059 12,013

長寿社会課

（地域包括

ケア推進

室）

30

△

S

市町村消費者行政

活性化事業

消費活動に伴う被害を防止するととも

に、被害者を救済するため、消費生活

センターを設置

・場所：市役所内

・方法：平成23年度は事務所工事、平

成24年度より相談受付開始

市 H23～ 着手済 2

【現状】

・消費生活センターを平成24年

4月1日に開設し、相談受付中

【課題】

・消費生活相談員の安定確保

及び相談技術の向上を図る必

要がある

58,618 35,824 7,095 15,699 10,781 9,838 5,686 4,671 4,959 4,646 4,438 4,533 4,533 4,533 市民環境課

方針③　災害廃棄物を適正に処理します。

　施策ア　大規模災害時に大量発生した各種の廃棄物を迅速に処理します。

　施策イ　ガレキについては、市内企業などにおいて処理し、処理後に発生する灰などもできるかぎり有効活用します。

方針④　被災した教育施設の再建などにより、教育機会の確保を図ります。

　施策ア　貴重な学術研究機関として、多くの分野で貢献いただいている北里大学海洋生命科学部の三陸キャンパスが、早期に再開されるよう取り組みます。

34

◎

S

北里大学海洋生命

科学部施設利用促

進事業

北里大学海洋生命科学部三陸キャン

パス内施設（体育館、グランドなど）や

設備（海水ポンプ、水槽施設など）の利

用を積極的に促進

市 H23～ 着手済 2

【現状】

・グランドは、地元小・中学校や

市内のスポーツ少年団が活用

している

・体育館が老朽化し、一般の利

用に供するためには修繕が必

要となり、現在は使用中止と

なっている。

・大学側は市内小中学校からの

見学等を受け入れ、研究設備

の利用等を促している。

【課題】

・地元企業等の施設利用、大学

との共同研究等の更なる推進

を図る。

企画調整課

　施策イ　災害に強い教育施設を整備します。

　施策ウ　被災した児童生徒などが、安心して就学できる環境を整えます。

43

◎

S

児童生徒就学援助

事業（被災対応）

被災した児童・生徒の保護者へ就学費

用の一部を補助

市 H23～ 着手済 2

【現状】

・家屋被災、失職世帯などを準

要保護世帯とみなし、就学費用

の一部を補助している

【課題】

・当事業は国の補助により実施

しているが、国では制度運用の

見直しが進められており、認定

基準の厳格化が求められてい

る。今後当市においても、認定

基準の検討が必要である。

502,484 502,484 69,652 68,759 67,288 62,141 53,360 47,576 47,338 41,181 45,189 学校教育課

48

○

S

被災地学校等への

教職員配置事業

教職員の加配が必要な小中学校に対

し、継続的に教職員を配置

県 H23～ 着手済 2

【現状】

・各校1～2人程度の震災加配

教職員が配置されている

【課題】

・震災より8年が経過し、今後、

震災加配の減などが見込まれ

る。

848,632 848,632 12,600 76,148 78,523 105,179 126,546 142,973 126,389 101,693 78,581 学校教育課

追

15

△

S

仮設住宅の再編等

にかかる子どもの

学習支援によるコ

ミュニティ復興支援

事業

地域の学びを通じた被災地の地域コ

ミュニティ活動などを支援

〔学校支援地域本部事業〕

・スクールガード配置事業：市内各小中

学校にスクールガードを配置して児童

生徒の安全を確保（震災による通学路

の環境変化に対応）

〔家庭教育学級〕

・児童生徒の心のケアや親子のコミュニ

ケーションなど学校・保育園・家庭等で

抱える課題の解決にむけ、家庭教育学

級を開催

市 H24～R2 着手済 2

【現状】

・スクールガード配置事業を市

内13小中学校で実施

・市内小・中学校19校、保育園・

こども園５園で家庭教育学級開

催

【課題】

・事業の理解促進

・コーディネーター及びボラン

ティアの確保

114,242 114,242 11,220 15,196 13,925 13,980 9,332 12,149 11,795 13,418 13,227 生涯学習課

7



　1　市民生活の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

財源内訳

全体計画

復　興

交付金

着手済

細分 32年度

事 業 費(千円）

23年度 24年度 31年度

担当課

30年度事業費(千円） 25年度 26年度 27年度 28年度

事業概要 事業主体 事業期間事業名

29年度

事業

区分

現状と課題進捗状況

50

△

S

いわての学び希望

基金奨学金事業

震災・津波により親を失った児童生徒な

どを対象とした給付型の奨学金制度の

創設及び運用

県 H23～ 着手済 2

【現状】

・県全体で364人給付決定（平

成30年度末現在）

【課題】

・財源の多くを個人・団体からの

寄付で対応する.ことから、相応

の額を確保する必要がある

2,232,585 100,000 2,132,585 152,700 168,150 277,045 245,185 245,500 216,120 205,305 282,580 220,000 220,000 生涯学習課

　施策エ　生涯学習環境を充実します。

  施策オ　各種スポーツを推進します。

方針⑤　市民共有の財産である歴史・文化資源を活用して、うるおいと安らぎをつくりだします。

　施策ア　歴史・文化資源の継承・普及活動に取り組みます。

61

△

S

市民芸術祭開催事

業

市民芸術祭を復活し、復興祈念事業と

して開催

実行委員会 H23～R2 着手済 1

【現状】

・平成26年度以降は総合美術

展を市民体育館において開催。

また、カメリアホール、リアス

ホール等において市内芸術団

体の展示・発表を行なう

【課題】

・震災後規模を縮小して開催し

ており、今後参加団体、人数等

の復活に取り組む

10,993 10,993 1,300 1,300 1,300 1,363 1,133 1,082 1,081 1,234 1,200 生涯学習課

8



　2　産業・経済の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

方針①　経済活動の早期再建を支援し、雇用の確保を図ります。

　施策ア　仮設の工場や事務所の整備などにより、被災企業などの早期の事業再開を支援します。

1

◎

H 仮設施設整備事業

中小企業基盤整備機構が建設する仮

設店舗などを市が借り受けて、中小企

業者に転貸

・支援対象：被災した中小企業者

・建物種類：店舗、事務所及び工場

・建設場所：被災事業者が希望する土

地など

　　綾里黒土田総合運動公園駐車場

　　末崎町小細浦地区

　　大船渡町茶屋前地区

　　大船渡町野々田地区　など

・支援期間：原則入居から平成28年度

末まで

中小企業

基盤整備

機構

市

H23～ 着手済 2

【現状】

・81ヵ所496区画を整備（令和元

年9月末現在）

※水産課所管の漁業施設含む

・完成施設から随時営業を開始

・仮設施設貸与事業の今後の

運営方針を策定（平成27年7

月）

・地権者などの意向により、41

カ所328区画の施設を撤去（令

和元年9月末現在）

・譲渡方針を策定（平成27年11

月）

・40カ所152区画の施設を施設

使用者へ譲渡

・3カ所13区画の施設を用途を

変更し、市の施設として使用

・1カ所3区画の施設の対応につ

いて現在調整中

※　施設の一部を撤去、一部を

譲渡しした施設が３施設、一部

を譲渡、一部を転用した施設が

1施設あり、譲渡と撤去、譲渡と

転用の双方でカウントしている

ため、一部合計が合わない部

分があります。

【課題】

・地権者の意向や公共工事等

のスケジュールに即した施設撤

去及び譲渡の進捗管理

243,413 28,010 164,357 51,046 7,079 16,104 22,084 31,091 21,502 14,339 127,308 12 3,894 商工課

2

◎

S

中小企業等復旧・

復興支援事業

（グループ補助金）

複数の中小企業などから構成されるグ

ループが復興事業計画を作成し、認定

を受けた場合に、施設・設備の復旧・整

備に対して補助

・補助率：国1/2、県1/4　（大企業の場

合は国1/3、県1/6）

国・県 H23～ 着手済 4

【現状】

・平成23年度から平成30年度ま

でに、68グループ404事業所が

採択となった。

・令和元年度は２回の募集が行

われる計画で、１回目の22次で

は、１グループ３事業所が採択

となった。

【課題】

・地域の実情に応じた事業の継

続実施

商工課

　施策イ　雇用環境を改善し、雇用の維持と創出を図ります。

3

○

S 企業誘致推進事業

新たな土地利用計画に基づき、製造業

など雇用の拡大が見込まれる企業の誘

致活動を展開

・製造業などの市外企業

・土地利用計画産業区域内の空き用地

の活用

・企業立地奨励制度などによる誘致活

動

市

関係団体

H23～ 着手済 1

【現状】

・案件ごとに折衝中

・制度適用案件に企業立地奨

励補助金を交付

【課題】

・工場などの用地・空き物件の

不足

303,433 140,200 163,233 48,338 9,120 13,267 16,317 18,560 197,831

企業立地港

湾課

4

○

H 工業用地整備事業

永浜・山口地区工業用地

・県に対する整備促進要望

・セールス活動

・新たな工業用地の整備検討

・新たな土地利用計画の中で検討

県・市 H23～ 着手済 3

【現状】

・永浜・山口地区工業用地（第１

期区画：南側）は、県において、

平成28年3月に造成工事が完

了、９月から分譲開始、29年２

月から再公募したが、６月からＩ

ＬＣ利活用検討のため公募を一

時中断

・北側は残土置き場として継続

利用

【課題】

・新たな工業用地の検討及び被

災跡地の利活用

企業立地港

湾課

追

13

◎

H 産業用地整備事業

企業誘致を行うための産業用地の整備

小河原地区　約3.2ha

浦浜地区　約0.9ha

市 H29～R1 実施済 有

【現状】

小河原地区

　・H30.3工事完了

浦浜地区

　・R1.6工事完了

131,357 93,149 38,208 101,516 20,967 8,874 土地利用課

28年度 30年度

事業主体

全体計画

現状と課題

事 業 費(千円）

24年度23年度 29年度

着手済

細分 25年度 26年度 27年度 31年度

進捗状況事業期間

復　興

交付金

事業

区分 事業費(千円）

財源内訳事業名 事業概要

32年度

担当課

9



　2　産業・経済の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

28年度 30年度

事業主体

全体計画

現状と課題

事 業 費(千円）

24年度23年度 29年度

着手済

細分 25年度 26年度 27年度 31年度

進捗状況事業期間

復　興

交付金

事業

区分 事業費(千円）

財源内訳事業名 事業概要

32年度

担当課

5

△

S

求職者資格取得支

援事業

求職者が資格取得をする際、受講料の

一部を補助

・上限額：1人につき25,000円

市 H23～ 着手済 1

【現状】

・対象技能講習を16種類に拡

大

・H23年度実績：56件(759千円)

・H24年度実績：25件(320千円)

・H25年度実績：14件(187千円)

・H26年度実績：12件(158千円)

・H27年度実績：6件(67千円)

・H28年度実績：13件(172千円)

・H29年度実績：5件(52千円)

・H30年度実績：7件(102千円)

・R元年度実績(9月末現在)：

6件(90千円)

【課題】

・助成対象者への事業の周知

2,317 2,317 759 320 187 158 67 172 52 102 250 250 商工課

6

△

S

雇用促進奨励支援

事業

事業主向け（平成29年度で終了）

新規学卒者などを6カ月以上常用雇用

した場合、1人につき10万円（最大20万

円、平成29年度のみ10万円）を奨励金

として交付

新規学卒者等向け

市内企業に就職した場合、6ヶ月以上

常用雇用者として雇用され、１年を超え

て引き続き就労する者に対し、60,000円

分の地域商品券を交付

市 H23～ 着手済 1

【現状】事業主

・H23年度実績：14件(1,900千円)

・H24年度実績：33件(4,000千円)

・H25年度実績：38件(5,600千円)

・H26年度実績：36件(5,200千円)

・H27年度実績：46件(6,200千円)

・H28年度実績：31件(4,500千円)

・H29年度実績：2件(200千円)

【現状】新規学卒者等

・H29年度実績：12件(728千円)

・H30年度実績：84件(5,090千円)

・R元年度実績(9月末現在)：5件

(303千円)

【課題】

・助成対象者への制度の周知

47,356 47,356 1,900 4,000 5,600 5,200 6,200 4,500 928 5,090 6,969 6,969 商工課

7

△

S

ジョブカフェ気仙支

援事業

ジョブカフェ気仙の運営費を補助

・各種セミナーの開催

・ガイドブックの作成

・女性等就業相談員の配置

市 H23～ 着手済 1

【現状】

・平成26年12月1日からシーパ

ル大船渡１階に移転し開所中

【課題】

・事業の充実を図る必要がある

27,767 27,767 3,377 2,877 2,181 2,776 2,810 2,812 2,873 2,879 2,591 2,591 商工課

　施策ウ　被災者の復興関連事業への雇用を促します。

追2

○

S

事業復興型雇用支

援事業

被災地特有の事情により人材の確保に

困難が生じていることから、産業政策の

支援を受けたのち、期間の定めなく被

災三県求職者を雇用した事業主に対

し、計画的な人材育成や職場環境整備

を含む雇入経費を助成するとともに、一

般求職者の雇入れのために要した住宅

支援経費を助成

県 H23～ 着手済 2

【現状】

第1期実績値

　H23～H25：13,371人

第2期実績値

　H26～H28：4,615人

第3期実績値

　H29～H30：209人（令和元年9

月末現在）

【課題】

・事業の周知

商工課

　施策エ　既存の借入金と新たな借入金による二重ローンの軽減について、関係機関に働きかけます。

25

◎

S

復興支援ファンド設

立支援事業

二重ローン問題解消に向けた既存債権

の買取を行う復興支援ファンドの設立

を支援

・復興支援ファンドが既存債務を買取

り、既存債務の利子補給を実施し、負

債を一時凍結

    国・県

金融機関

など

H23～ 着手済 2

【現状】

・平成23年10月に復興支援ファ

ンドとして「岩手県産業復興機

構」が、平成24年3月に「東日本

大震災事業者再生支援機構」

が設立された

・市内で岩手県産業復興機構

により26件の債権買取が行な

われた（令和元年9月末現在）

・東日本大震災事業者再生支

援機構による市内の支援決定

件数は23件（令和元年9月末現

在）

【課題】

・関係機関と協力しながら、さら

なる事業の周知を図る必要が

ある

商工課

方針②　産業基盤を再建します。

　施策ア　被災した各種産業の生産基盤などを早期に復旧します。

　施策イ　基盤整備にあたっては、建築物の構造強化や電源対策の推進など、防災機能の向上に配慮するほか、重要施設などへの重点・優先投資を行います。

方針③　水産業の早期再建を図ります。

　施策ア　漁船や養殖施設の共有・共用化、漁業の共同経営化などに対する支援を行います。

31

◎

S

水産業経営基盤復

旧支援事業

漁協などによる養殖施設などの共同利

用施設の一括整備に対する補助

漁協 H23～R2 着手済 4

【現状】

・事業実施主体が事業実施中

【課題】

・整備した施設の適正管理

7,254,602 4,836,401 806,066 805,469 806,666 2,213,216 2,539,143 602,096 1,498,775 224,132 149,300 27,940 水産課
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　2　産業・経済の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

28年度 30年度

事業主体

全体計画

現状と課題

事 業 費(千円）

24年度23年度 29年度

着手済

細分 25年度 26年度 27年度 31年度

進捗状況事業期間

復　興

交付金

事業

区分 事業費(千円）

財源内訳事業名 事業概要

32年度

担当課

　施策イ　新しい大船渡魚市場を早期に整備します。

　施策ウ　漁業協同組合の経営安定化を図ります。

　施策エ　地域特産水産物のＰＲや地産地消の取り組みを進めます。

40

△

S

漁業の６次産業化

支援事業

漁業者などによる養殖ワカメなどの地

域水産物の新たな販売モデル事業など

の導入実施に対する支援

漁協 H26～R1 着手済 2

【現状】

・各種支援制度の周知

・ブランド化推進に関する協議

会を開催

・ブランド化推進に関する研修

会へ出席

・平成27年度より地域再生営漁

計画支援事業を実施し、ブラン

ド化推進の取り組みを支援して

いる。

【課題】

・漁協、漁業者と一丸となって事

業展開を図る必要がある

17,078 8,539 8,539 16 1,076 3,684 2,440 1,862 4,000 4,000 水産課

　施策オ　水産関連施設の防災機能の向上を図るほか、集約化などにより効果的に整備します。

43

○

H

漁港関係施設等復

旧事業（漁港施設）

被災した防波堤・岸壁・臨港道路など漁

港施設の復旧

県管理：門の浜、大船渡、綾里、越喜

来、崎浜、根白（6漁港）

市管理：碁石、泊里、蛸ノ浦、長崎、合

足、小路、野野前、砂子浜、小石浜、鬼

沢、泊、小壁、増館、吉浜、扇洞、千歳

（16漁港）

県・市 H23～R2 着手済 4

【現状】

・市内全22漁港（県営：6、市営：

16）の本復旧事業に着手

・市営漁港における施設数（186

施設）ベースの着手率は99％

→施設全部の使用を開始した

施設は177施設（一部の使用を

開始した施設を含めると180施

設）

・未発注の施設は、防潮堤工事

と関連している施設であり、防

潮堤工事の進捗を見ながら、随

時発注していく。

・県において、大船渡漁港海岸

と綾里漁港海岸の完了時期を

それぞれH31、H32まで延伸。

【課題】

・効果的な事業推進を図る必要

がある

71,236,097 24,015,268 47,220,829 354,564 2,104,445 12,576,471 12,666,229 9,680,735 9,491,867 6,415,793 3,865,970 6,451,212 7,628,811 水産課

追7

◎

H

漁港施設機能強化

事業

地盤沈下被害を受けた千歳、扇洞、吉

浜、増館、小壁、泊、鬼沢、小石浜、砂

子浜、野野前、小路、合足、長崎、蛸ノ

浦、泊里、碁石の市営全16漁港の用地

のかさ上げ

市 H24～R2 着手済 4 有

【現状】

・測量・設計委託業務終了

・全16漁港のうち全漁港で工事

着手済→15漁港（扇洞、碁石、

鬼沢、小壁、千歳、増舘、小路、

長崎、合足、小石浜、砂子浜、

泊里、吉浜、泊、野野前）が終

了。蛸ノ浦漁港は、30年度以降

も継続実施予定。

【課題】

・災害復旧工事など関連事業と

の調整が必要

700,000 525,000 175,000 26,708 167,494 146,520 225,916 74,415 6,480 9,720 3,864 38,883 水産課

46

○

H

アワビの里復旧事

業

つくり育てる漁業を推進するため、津波

により被災したアワビ生産センターを復

旧

市 H26～R2 着手済 1

【現状】

・検討の結果アワビ生産セン

ター復旧を見送り、漁協が実施

する種苗放流経費に補助を行

う

【課題】

・アワビ種苗放流を継続し、つく

り育てる漁業を推進する

12,186 12,186 1,848 1,957 2,900 1,827 1,827 1,827 水産課

　施策カ　持続可能な水産業の仕組みを模索します。

追8

○

H

大船渡湾内干潟造

成事業

大船渡湾内に干潟を造成

・面積：2.4ha

・永浜、清水、蛸ノ浦地区ほか計９カ所

市 H24～R1 着手済 4

【現状】

・平成29年度に行った測量設計

に基づき造成工事を行う

【課題】

・整備した干潟の適正な管理

895,616 447,775 89,555 358,286 37,800 20,000 96,000 128,066 366,303 126,495 120,952 水産課

方針④　農林業のあり方を検討し、振興策を見出します。

　施策ア　遊休農地の有効利用を踏まえながら、被災した農地などを早期に復旧します。

　施策イ　地産地消の取り組みを進めるなど、農林業振興を図ります。

方針⑤　商業の早期再建を図ります。

　施策ア　仮店舗や共同店舗の整備などにより、早期の事業再開を支援します。

11



　2　産業・経済の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

28年度 30年度

事業主体

全体計画

現状と課題

事 業 費(千円）

24年度23年度 29年度

着手済

細分 25年度 26年度 27年度 31年度

進捗状況事業期間

復　興

交付金

事業

区分 事業費(千円）

財源内訳事業名 事業概要

32年度

担当課

追

10

◎

S

中小企業被災資産

復旧補助事業

中小企業の滅失した店舗・工場などの

復旧に対する補助

・対象事業者：被災した沿岸地域の中

小小売業者、サービス業者など

・対象経費：被災資産・設備などの復旧

に要する経費

・補助率：1/2以内の額

市 H24～ 着手済 4

【現状】

・平成24年度から平成30年度ま

でに、限度額の見直しによる追

加申請も含め、115事業所138

件が交付決定となった。

令和元年度は4～5月に申請を

受付け、1件が交付決定となっ

た。

（令和元年9月末現在）

【課題】

・財源の確保

509,949 254,974 254,975 116,941 149,389 22,357 49,494 35,487 15,028 9,253 56,000 56,000 商工課

　施策イ　被災した商店街については、防災機能や利便性の向上などを考慮して再整備されるよう支援します。

方針⑥　観光産業の早期再建を図ります。

　施策ア　被災した観光資源・施設を復旧します。

76

△

S

大船渡市観光物産

協会運営支援事業

観光物産振興の核となる観光物産協会

への補助及び態勢強化

市 H23～ 着手済 1

【現状】

・補助金を交付し、誘客事業な

どを支援

【課題】

・協会の法人化（一般社団法

人）を受けた市との役割分担の

明確化及び早期の自立

124,262 124,262 10,862 11,300 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 18,000 18,100 観光推進室

　施策イ　観光関連イベントを復活するほか、復興に係るキャンペーンを実施します。

　施策ウ　農漁業体験などによる新たな観光振興を図ります。

　施策エ　平泉の「世界文化遺産」登録や「ジオパーク」認定と連動した誘客活動を実施します。

方針⑦　地場産業の活力により、産業・経済を活性化します。

　施策ア　既存企業の再生を支援します。

87

◎

S

中小企業融資あっ

せん事業

事業資金を融資するため、各金融機関

へ原資を預託

・運転資金：限度額 3,750万円

・設備資金：限度額 3,750万円

・開業資金（運転・設備）：限度額 1,250

万円

市 H23～ 着手済 1

【現状】

・平成23年度～平成30年度の

融資実行件数：1,097件

・令和元年度融資実行件数（9

月末現在）：55件

【課題】

・融資制度利用の周知

3,355,000 3,355,000 405,000 305,000 312,000 432,000 380,000 318,000 308,000 311,000 292,000 292,000 商工課

88

△

S 中小企業振興事業

中小企業者で組織する団体などの実施

事業に対する補助

・対象事業：異業種交流、新商品開発、

販売促進、人材養成、商店街づくり、外

国人観光客受入促進

・補助率：対象経費の1/2～3/4以内の

額

市 H23～ 着手済 1

【現状】

・平成24年度交付件数：3件

・平成25年度交付件数：6件

・平成26年度交付件数：8件

・平成27年度交付件数：6件

・平成28年度交付件数：8件

・平成29年度交付件数：9件

・平成30年度交付件数：15件

・令和元年度交付決定件数：11

件

（令和元年9月末現在）

【課題】

・適切な補助対象の検討

36,895 36,895 1,585 2,448 3,798 2,630 3,013 3,635 5,786 7,000 7,000 商工課

90

◎

S

中小企業融資補給

事業

融資を利用した中小企業者へ保証料及

び利子を補給

・中小企業融資保証料の負担

・中小企業融資利子補給の実施

市 H23～ 着手済 1

【現状】

・市融資制度利用事業所へ

1.5％の利子補給を実施

・保証料を全額負担

【課題】

・融資制度利用の周知

525,766 11,433 514,333 78,823 54,440 54,043 51,002 49,035 47,002 45,927 45,494 50,000 50,000 商工課

93

◎

S

東日本大震災中小

企業復旧資金利子

補給事業

岩手県中小企業災害復旧資金を借り

受けた中小企業者に対し、予算の範囲

内において利子補給金を交付

・貸付利率

　3年以内：年1.7%以内（固定）

　3年～10年以内：年1.9%以内（固定）

市 H23～ 着手済 2

【現状】

・利子補給承認額：69,743千円

・申請件数：106件

・債権残数：65件

【課題】

・特になし

63,294 63,294 1,522 13,110 11,952 10,032 8,092 6,288 4,870 3,428 2,500 1,500 商工課

　施策イ　地場産業の連携・高度化や新たな分野での起業などを支援します。

　施策ウ　北里大学など関係機関との産学官連携の取り組みを推進します。

12



　2　産業・経済の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

28年度 30年度

事業主体

全体計画

現状と課題

事 業 費(千円）

24年度23年度 29年度

着手済

細分 25年度 26年度 27年度 31年度

進捗状況事業期間

復　興

交付金

事業

区分 事業費(千円）

財源内訳事業名 事業概要

32年度

担当課

95

○

S

産学官連携交流促

進支援事業

北里大学及び岩手大学と産学官連携

に関する協議の場を設けるとともに、市

内事業所などの復旧状況を見据えなが

ら共同研究事業を支援

〔共同研究補助〕

・大学と市内事業所

・補助率：2/3

・上限120万円

市 H23～ 着手済 1

【現状】

・共同研究事業について、補助

金交付済

・平成24年度実績：2件

・平成25年度実績：1件

・平成26年度から共同研究先に

岩手大学を追加

・平成26年度実績：3件

・平成27年度から北里大学全

学部を共同研究先とした

・平成27年度実績：3件

・平成28年度実績：5件

・平成29年度実績：5件

・平成30年度実績：7件

・令和元年度交付決定：6件

【課題】

・北里大学・岩手大学と市内企

業による共同研究事業の実施

形態・内容について検討する必

要がある

47,177 47,177 2,400 1,200 3,600 3,600 6,000 5,400 8,177 8,400 8,400 商工課

96

△

S

三陸町養殖海域の

水質調査事業

北里大学海洋生命科学部の協力を得

ながら、三陸町内の養殖海域において

水質調査を実施

市 H23～R2 着手済 1

【現状】

・平成23～29年度事業終了

【課題】

・北里大学海洋生命科学部との

連携・協力体制の確保

9,597 9,597 903 945 945 972 972 972 972 972 972 972 水産課

13



　３　都市基盤の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

方針①　被災した都市基盤施設を早期に復旧するとともに、防災機能向上のために必要な整備を行います。

　施策ア　道路・河川、港湾施設などを復旧します。

2

○

H

道路新設・改良事

業

高台や防災拠点へのアクセス道路、災

害時の避難路、緊急車両が進入できな

い狭隘道路、地盤沈下により冠水する

道路、浸水区域内のまちづくりと一体と

なった道路などの整備

・多重防災型まちづくり推進事業による

県道整備（岩手県復興計画）

・三陸復興道路整備事業による県道整

備（岩手県復興計画）

　主要地方道大船渡広田陸前高田線

　主要地方道大船渡綾里三陸線

　県道崎浜港線

　県道碁石海岸線

・市道沢田宮野線、永沢線、峰岸線、吉

浜漁港線、野々田川口橋線ほか

県・市 H23～ 着手済 3

有

※有

【現状】

県道：道路計画について用地測

量などを実施中

市道：26路線の測量設計・工事

発注済、21路線で工事終了

【課題】

・高台移転事業やまちづくりなど

の土地利用計画や国道・県道

の整備計画との整合を図る必

要がある

・必要性・緊急性などを考慮しな

がら計画的に事業を実施する

必要がある

27,685,603 302,372 21,260,000 4,713,633 1,409,598 330,683 935,819 2,434,622 2,782,239 4,947,925 4,582,048 4,109,836 4,116,431 3,446,000 建設課

3

◎

H 河川復旧事業

被災した河川の復旧

・盛川、須崎川、船河原川、立根川、後

ノ入川、合足川、甫嶺川、泊川、浦浜

川、吉浜川（県管理河川）

・門ノ浜川、大田川、中村川、小石浜

川、白浜川ほか9河川（市管理河川）

県・市 H23～ 着手済 4

【現状】

・災害査定箇所：市管理河川2カ

所

・工事発注箇所：市管理河川1カ

所→工事終了

・県管理河川（盛川ほか）につい

ても発注済

【課題】

土地利用計画との調整を図る

必要がある

12,111,634 5,640 12,091,580 14,414 1,957 394,882 1,134,917 2,648,878 1,667,000 1,368,000 1,308,000 822,000 2,766,000 建設課

4

○

H 林道整備事業

主要道を補完する林道の開設

・林道平根線  施工延長　5,605m

・林道甫嶺線　施工延長　6,000m

県・市 H23～ 実施済

【現状】

・平根線は工事発注済

・甫嶺線は工事発注済

・復興計画事業分は工事終了

【課題】

・甫嶺線にクマタカ営巣の可能

性が指摘され工事を一時中断

・今後の工事区間は通常事業と

して実施

923,844 923,844 6,504 43,685 276,680 298,266 60,995 102,434 80,559 54,721 農林課

5

◎

H 林道改修事業

既存の林道の拡幅改修などによる主要

道補完路の整備

・林道増舘線　施工延長　4,721m

・林道赤崎線　施工延長　18,377m

・林道箱根山線　施工延長　3,598m

・林道箱根山線　待避所設置　8カ所

・林道蛸ノ浦線　施工延長　1,400m

市 H23～R2 着手済 3 有

【現状】

・箱根山線は工事終了

・蛸ノ浦線：市道蛸ノ浦合足線

～　フレアイランド尾崎岬間

（400m）は工事終了→未舗装部

分（1,000m）も工事終了

【課題】

・増舘線及び赤崎線の改修計

画作成

114,196 48,202 46,000 19,994 74,361 19,220 976 1,000 18,639 農林課

7

○

H 河川改修事業

堤防のかさ上げの検討、護岸の改修な

ど

・盛川、須崎川、大立川など県管理河

川

・茶屋前水路ほか市管理河川

県・市 H23～ 着手済 3 ※有

【現状】

・須崎川、後の入川河川改修事

業の工事着手済

【課題】

・土地利用計画や道路改良事

業などと調整を図りながら、事

業を実施する必要がある

6,628,637 6,616,455 9,746 2,436 30,000 19,455 1,026,182 1,086,000 638,000 489,000 1,063,000 1,139,000 1,138,000 建設課

8

◎

H 港湾施設復旧事業

・国：永浜地区岸壁(-13ｍ)、野々田地

区岸壁(-13m)の復旧

・県：野々田・茶屋前、永浜山口地区の

岸壁、物揚場、防潮堤、防波堤、護岸、

係留施設、水門、 臨港道路などの復旧

国・県 H23～ 着手済 4

【現状】

・野々田地区、茶屋前地区及び

赤土倉地区の港湾施設は、防

潮堤・水門・臨港道路の一部を

除き完成。ただし、全ての完成

は平成32年度を予定。

・永浜・山口地区の港湾施設

は、平成31年度内に完了し、清

水地区の港湾施設は平成32年

度の完了見込み。

【課題】

・防潮堤などの復旧について、

まちづくりとの整合を図る必要

がある

38,037,318 560,000 37,477,318 115,000 1,138,000 6,484,000 1,802,559 3,955,254 3,148,368 12,468,937 3,438,193 5,487,007

企業立地港

湾課

　施策イ　湾口防波堤については、湾内の水質環境に十分配慮のうえ復旧します。

担当課事業期間

32年度26年度 27年度 28年度 29年度 31年度25年度 30年度

現状と課題

着手済

細分

事業名

事 業 費(千円）

24年度

復　興

交付金

事業

区分 事業費(千円）

財源内訳

全体計画

進捗状況

23年度

事業概要 事業主体
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　３　都市基盤の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

担当課事業期間

32年度26年度 27年度 28年度 29年度 31年度25年度 30年度

現状と課題

着手済

細分

事業名

事 業 費(千円）

24年度

復　興

交付金

事業

区分 事業費(千円）

財源内訳

全体計画

進捗状況

23年度

事業概要 事業主体

10

△

S 環境関連調査事業

水質浄化対策のための基礎資料とする

ため、震災後の大船渡湾内の水質など

について、外部専門家の意見を聴きな

がら調査を実施

場所：大船渡湾

方法：採水・採泥後詳細に分析調査

市 H23～R2 着手済 1

【現状】

・水質や底生生物など、平成29

年度調査を実施

【課題】

・湾の水環境を継続して調査

し、震災前後での水環境の状況

の変化を把握する必要がある

・調査に基づき、県、市、地域住

民、事業所等が一体となり解決

に向けた取組みを行う必要があ

る

40,500 40,500 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,500 4,000 市民環境課

　施策ウ　地盤沈下状況などを十分考慮しながら、海岸保全施設を早期に復旧します。

　施策エ　上水道・下水道を早期に復旧します。

11

◎

H 水道施設復旧事業

・破損配水管、給水設備などの布設替

え・修理

・破損給水設備の修理・交換

・電気計装設備・ポンプ設備の修理・交

換（上水道）

・土地区画整理事業などに伴う送配水

管の布設替え

・防災集団移転促進事業で整備する住

宅団地への配水管の布設など

・テレメーター設備の更新(簡易水道）

市 H23～R2 着手済 4 ※有

【現状】

・土地区画整理事業区域内及

び防潮堤、道路の嵩上げ等に

対応した送配水管布設を実施

中

・防災集団移転に伴う住宅団地

への配水管布設工事は28年度

で完了

【課題】

・他事業の遅れから、当該事業

にも遅れが生じている。

1,562,033 1,050,304 25,900 114,731 371,098 155,850 175,632 25,554 115,722 171,756 284,018 140,303 214,277 177,921 101,000

水道事業所

簡易水道事

業所

13

◎

H

公共下水道及び都

市下水路災害復旧

事業

公共下水道応急処理、本復旧工事

・大船渡浄化センター(大船渡町)災害

復旧

　簡易処理(平成23年3月開始)

　通常(生物)処理開始

　　(平成24年１月開始）

　本復旧工事(平成24年度終了)

・管渠施設(大船渡町・盛町・赤崎町)

　調査・設計(平成23年度)

　管渠修繕

・都市下水路補修、堆積土砂撤去

　新田都市下水路ほか

　調査・測量・設計、土砂撤去、修繕

市 H23～R2 着手済 4

【現状】

《大船渡浄化センター》

・日本下水道事業団に委託して事

業実施

・生物処理は平成24年1月より開始

・平成25年3月に本復旧工事終了

・平成30年度：場内整備工事実施

《管渠施設》

・流下機能に支障が生じる重大な

損傷なく供用中

・道路の嵩上げなど土地利用計画

との調整を図りながら復旧を進め

ている

　平成29年度は、小規模管渠修

繕、マンホール嵩上げ施工

《都市下水路》

・平成24年11月に桜場都市下水路

水門工事終了

・新田都市下水路復旧工事

　平成24年度：実施設計

　平成25-26年度：復旧工事施工

　平成27年3月：工事終了

・盛東部都市下水路水門補修工事

　平成30年3月：工事終了

 

【課題】

・特になし

1,847,091 1,705,251 22,700 119,140 694,527 895,467 100,683 94,602 4,401 4,320 23,069 5,022 25,000 下水道事業所
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　３　都市基盤の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

担当課事業期間

32年度26年度 27年度 28年度 29年度 31年度25年度 30年度

現状と課題

着手済

細分

事業名

事 業 費(千円）

24年度

復　興

交付金

事業

区分 事業費(千円）

財源内訳

全体計画

進捗状況

23年度

事業概要 事業主体

14

◎

H

漁業集落排水施設

復旧事業

・蛸ノ浦漁業集落排水施設

　　簡易処理(平成23年5月開始)

　　仮設処理施設により通常(生物)処理

　　　(平成23年7月開始)

　　本復旧工事(平成24年度終了)

・砂子浜漁業集落排水施設

　　通常(生物)処理(平成23年4月開始)

　　本復旧工事(平成24年度終了)

・小石浜漁業集落排水施設

　　通常(生物)処理(平成23年4月開始)

　　本復旧工事(平成24年度終了)

・根白漁業集落排水施設

　　簡易処理(平成23年5月開始)

　　仮設処理施設により通常(生物)処理

　　　(平成23年10月開始)

　　本復旧工事(平成24年度終了)

・千歳漁業集落排水施設

　　簡易処理(平成23年5月開始)

　　本復旧工事(平成24年度終了)

市 H23～R2 着手済 4

【現状】

《蛸ノ浦》

・国土交通省から無償で借り受

けた汚水処理設備（ＭＢＲ施設）

により供用

・ＭＢＲ施設の改良により平成

25年3月に本復旧工事終了

《砂子浜・小石浜・千歳》

・平成24年4月に本復旧工事終

了

《根白》

・国土交通省から無償で借り受

けたＭＢＲ施設により供用

・平成24年9月に本復旧中の施

設に切替え供用開始

・平成24年10月に本復旧工事

終了

《その他》

・平成25年度以降は、軽微な復

旧事業を実施中

【課題】

・特になし

707,242 549,801 6,800 150,641 169,449 516,769 9,257 2,695 1,191 1,473 511 897 5,000 下水道事業所

　施策オ　都市基盤施設の復旧・整備にあたっては、防災機能の向上に配慮するほか、広域幹線交通網の強化や防災拠点として有用な「道の駅」の適正配置など、重要施設などへの重点・優先投資を行います。

15

○

H

防災・連携道路ネッ

トワークの整備

広域的な防災・連携機能を発揮するた

めの三陸沿岸道路、国道、県道及びそ

れらと連絡する道路の整備

・三陸縦貫自動車道吉浜道路

・国道397号（早期改良）

・三陸縦貫自動車道新インター

・市道滝の沢線（三陸インター接続）

国・県・市 H23～ 着手済 3

【現状】

三陸沿岸道路吉浜道路はH27

年度、吉浜釜石道路はH30年度

供用開始済み

国道397号津付道路供用開始

市道滝の沢線は工事着手済

・その他の路線などは、附帯工

事などを発注したほか、事業計

画を調整中

【課題】

・高台移転事業やまちづくりなど

の土地利用計画や国道・県道

の整備計画との整合を図る必

要がある

・必要性・緊急性などを考慮しな

がら計画的に事業を実施する

必要がある

214,906 81,189 133,300 417 11,076 46,814 64,016 43,200 49,800 建設課

　施策カ　道路を盛土構造とすることなどについて、防災上の効果を十分に検討したうえで整備を図るほか、災害時に集落が孤立しないよう代替路線を整備・確保します。

　施策キ　鉄道施設については、関係自治体などとの連携・協力のもとに、災害への対応や公共交通サービスの水準、将来を見据えた交通システムの構築などに関して幅広い検討を行いながら、できるだけ早期の復旧・整備を目指します。

下水道事業所285,269 165,980 220,840 219,833 16,500302,092 10,047 162,652 509,9421,591,063 52,400 1,236,571

【現状】

《盛川左岸幹線推進工事》

・平成26年度：3月に工事終了

・平成27年3月から赤崎町上三区

地区で下水道の供用を開始

《大船渡駅周辺地区土地区画整

理事業下水道計画策定》

　平成26年度：12月に業務終了

・上記計画策定後に土地区画整

理事業と一体的に実施する工事

などは、別事業に移管

《新田都市下水路嵩上げ工事》

・平成26年度：3月に工事終了

《防災集団移転促進事業関連下

水道工事》

・大船渡北地区

　平成26年度：10月に工事終了

・下船渡地区

　平成26年度：9月に工事終了

・赤崎南地区

　平成25年度：実施設計

　平成27-30年度：整備工事施工

　平成28年度：実施設計

《下水道台帳再整備》

　平成27年度：3月に業務完了

《公共下水道（蛸ノ浦地区漁業集

落排水施設）接続》

　平成27年度：3月に実施設計業

務完了

　平成29年度：工事着手

　平成30年度：3月に接続工事終

了

【課題】

・特になし

追2

◎

H

公共下水道整備事

業

被災地の下水道施設の早期供用を図

るため、次の整備を実施

・盛川左岸幹線推進工事　470m

・土地区画整理事業に伴う面整備（大

船渡分区）　36.1ha

・新田都市下水路嵩上げ工事　846m

・大船渡北・下船渡・赤崎南地区防災集

団移転促進事業関連下水道工事

・下水道台帳再整備

・公共下水道（蛸ノ浦地区漁業集落排

水施設）接続      他

市 H24～R1 着手済 4

有

※有
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　３　都市基盤の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

担当課事業期間

32年度26年度 27年度 28年度 29年度 31年度25年度 30年度

現状と課題
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細分

事業名

事 業 費(千円）
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復　興
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事業

区分 事業費(千円）

財源内訳

全体計画

進捗状況

23年度

事業概要 事業主体

22

◎

S 路線バス運行事業

市民の移動手段を確保するため路線

バスを運行

・日頃市線、碁石線、綾里外口線、綾里

線、外口線、丸森立根線、立根田谷線

市 H23～ 着手済 1

【現状】

・平成27年4月1日より、綾里外

口線、丸森立根線、立根田谷

線、碁石線、日頃市線の5路線

の運行

（日頃市線の運行再開）

（碁石線の本数を増やして運

行）

（綾里線、外口線を綾里外口線

に一本化）

・デマンド交通実証実験運行開

始により、平成27年10月1日か

ら日頃市線運休

【課題】

・路線バスダイヤ改正に伴う交

通事業者との協議

・利用の少ない路線への今後の

対応

366,232 297,998 16,096 52,138 71,163 31,706 53,490 30,229 28,976 25,078 28,725 26,865 35,000 35,000

企業立地港

湾課

追4

○

S

大船渡市コミュニ

ティバス事業

被災者向けコミュニティバスの実験運

行(住居の高台移転地や応急仮設住宅

地と路線バスルートの接続など）

市 H24～ 着手済 2 ※有

【現状】

・平成26年3月に「大船渡市総合交

通ネットワーク計画｣及び「コミュニ

ティバスの実証実験に係る事業実

施計画｣を策定し、平成30年３月

「大船渡市総合交通ネットワーク計

画」を一部改定。

・平成27年10月1日～日頃市地区

デマンド交通実証実験運行開始、

30年度継続実施中

・平成27年11月5日～患者輸送バ

ス一般乗車実証実験（綾里、越喜

来地区）、30年度継続実施中

・平成27年11月20日～平成28年3

月31日、タクシーチケット配布実証

実験実施（三陸地区及び日頃市地

区を除く）

29年1月より再開、30年度継続実

施中

【課題】

・関係機関との調整

・持続可能な公共交通体系の構築

129,369 89,291 40,078 16,107 11,942 38,668 16,338 8,190 20,369 5,455 5,400 6,900

企業立地港

湾課

25

◎

H

JR大船渡線の復旧

事業

JR大船渡線の復旧に向けた沿線自治

体、関係機関との整備方針の協議・検

討

JR H23～ 着手済 2

【現状】

・平成27年12月にBRTによる本

格復旧の受入れに合意

・平成25年9月に碁石海岸口

駅、平成27年12月に大船渡魚

市場前駅をそれぞれ開設。

・ＪＲ東日本へ要望した利便性

向上に関する事項について協

議を継続。

【課題】

・利便性の向上等に関する市民

要望の実現

1,993 1,438 555 133 36 1,321 407 22 16 18 20 20

企業立地港

湾課

方針②　土地利用のあり方を検討のうえ見直します。

　施策ア　それぞれの被災地域の特性を考慮した土地利用計画を定めます。

追5

◎

S 復興計画推進事業

早期復興に向け、復興計画の積極的な

推進と適正な進捗管理を図る

市 H24～R2 着手済 2

有

※有

【現状】

・復興計画推進業務の委託契

約締結済

・復興計画推進委員会を平成25

年度に4回、平成26年度に3回、

平成27年度に3回、平成28年度

からは年に2回開催している。

・復興計画事業（主要事業）の

スケジュールを半年ごとに広報

等で周知

・平成25年9月及び平成28年9

月に「復興に関する市民意識調

査」を実施

・平成25年10・11月に「復興のま

ちづくりに向けた地区懇談会」を

開催

【課題】

・進捗管理とあわせ復興期間の

終期を見据えた復興事業の効

果検証を進める

85,495 72,621 12,874 7,350 12,285 8,576 9,007 12,464 12,572 13,488 9,753 復興政策課
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　３　都市基盤の復興　
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23年度

事業概要 事業主体

追7

◎

S

被災地復興のため

の土地利用計画策

定促進事業

多重防災型の津波防災対策に基づく、

浸水区域（住居移転跡地）を中心とした

土地利用計画や新たなまちづくり構想

などを策定

市 H24～R2 着手済 4 ※有

【現状】

・被災地での復興関連事業導

入のための調査検討業務及び

各地区復興委員会等との協議・

調整を委託済

・土地利用計画の変更を予定し

ている12地区（永浜地域を除く）

について実現化方策を策定

・土地活用にあたり、交換等を

行う土地の面積測量、不動産鑑

定を実施

【課題】

・土地利用を図る目的の事業に

ついて、復興交付金など効果的

な財源を確保する

・地域住民の合意形成

131,640 105,312 26,328 66,900 3,509 48,284 2,947 5,000 5,000 土地利用課

30

○

H 土地区画整理事業

土地の区画を整えながら、宅地造成な

どによる新たな住環境の整備

・地盤沈下した宅地のかさ上げ

市 H23～R2 着手済 4

有

※有

【現状】

・緊急防災空地整備事業により用地買

収を実施済

・UR都市機構とH25.9.25土地区画整理

事業等業務委託協定締結

・H25.8 事業計画認可

・H26.5.30 第1回仮換地指定

・H26.8 事業計画（第1回変更）認可

・H26.8～H27.3 第2～8回仮換地指定

・H27.7 事業計画（第2回変更）認可

・H27.4～H28.3 第9～22回仮換地指定

・H28.10.事業計画（第3回変更）認可

・H28.12 事業計画（第4回変更）決定

・H28.4～H29.3 第23～34回仮換地指定

・H28.8.31 第1回使用収益開始

・H28.11～H29.3 第2～3回使用収益開

始

・UR都市機構とH29.3.16土地区画整理

事業等業務委託第1回変更協定締結

・H30.1 事業計画（第5回変更）決定

・H29.4～H30.3 第35～39回仮換地指定

・H29.4～H30.3 第4～6回使用収益開始

・UR都市機構とH30.3.15 土地区画整理

事業等業務委託第2回変更協定締結

・H30.10 事業計画（第6回変更）決定

・H30.4～H31.3 第40～44回仮換地指定

・H30.4～H31.3 第7～17回使用収益開

始

・H31.3　大船渡駅周辺地区土地区画整

理事業工事完了

・R1.5　換地計画の縦覧

・R1.7　換地計画認可・換地処分通知

【課題】

・利活用未定地の解消に向けた取組の

推進（マッチング及び地権者の同意に

基づく土地のホームページによる公表）

24,137,659 8,131 575,469 18,235,041 5,319,018 251,323 1,000,615 3,215,969 3,712,310 4,956,799 5,277,042 4,647,495 1,028,540 47,566 市街地整備課

追8

◎

H

大船渡駅周辺地区

下水道事業

大船渡駅周辺地区（被災市街地土地区

画整理事業区域内）の下水道施設の早

期供用を図るため、次の整備を実施

・大船渡駅周辺地区内面積約36.1ha

・汚水管φ150～250　L=7,798.7ｍ

・汚水人孔小型～1号人孔　Ｎ＝205箇

所

市 H26～H30 実施済 ※有

【現状】

・UR都市機構と平成26年6月24

日業務委託協定締結

・UR都市機構と平成29年3月16

日業務委託第1回変更協定締

結

・UR都市機構と平成31年3月29

日業務委託第2回変更協定締

結

1,657,722 1,326,177 331,545 95,060 312,553 324,126 508,742 417,241 市街地整備課
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　３　都市基盤の復興　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

担当課事業期間

32年度26年度 27年度 28年度 29年度 31年度25年度 30年度

現状と課題

着手済

細分

事業名

事 業 費(千円）

24年度

復　興

交付金

事業

区分 事業費(千円）

財源内訳

全体計画

進捗状況

23年度

事業概要 事業主体

追9

◎

H

津波復興拠点整備

事業

（大船渡駅周辺地

区エリアマネジメン

ト推進事業）

既往最大津波に対しても都市機能を維

持するための拠点市街地の整備

・復興拠点の施設計画及び都市計画の

決定

・津波防災拠点施設、津波復興拠点施

設、特定業務施設、公益的施設などの

整備

・大船渡駅周辺地区において、エリアマ

ネジメントの手法により、将来にわたり

賑わいを生み出し、誰もが快適に安心

して暮らせるまちづくりを推進する

市 H23～R2 着手済 4

有

※有

【現状】

■大船渡駅周辺地区のエリアマネジメント

・Ｈ29.11から4地区計画に基づく景観事前協議事

務を開始、Ｈ30.4から支援業務を㈱キャッセン大

船渡に委託

■津波復興拠点のエリアマネジメント

(1)津波復興拠点整備事業

・Ｈ31.2おおふなぽーと第２駐車場完成により完

了

(2)商業・業務集積

・⑦街区を除き、全ての街区において商業・業務

施設オープン済み（⑦街区は事業候補者と協議

中）

(3)エリアマネジメントの取組

・まちづくり会社において、Ｈ29.4から試行的な取

組を実施、自らイベント等を企画・実施する商業

者や市民グループが増えてきたほか、まちづくり

活動を行う団体が生まれる等、徐々に推進基礎

の構築が進んでいる（まちづくり表彰制度で大賞

を受賞する等客観的な評価も得られている）

・なお、令和元年度からは、津波復興拠点全体を

対象区域として実施中

・上記取組に対して、市は地代の減免や体制づく

り（道路及び河川における利便増進に関する協

定）等により支援している

(4)おおふなぽーとの運営

・Ｈ30.4大船渡市防災観光交流センター（津波防

災拠点施設等）の一部供用開始、Ｈ30.6全館供

用開始

・Ｈ30.4大船渡市防災観光交流センターアドバイ

ザリーボードを設置、現在も継続して専門家より

助言を受けつつ、施設の利便増進を図っている

・Ｈ31.1～3おおふなぽーとのロゴマークデザイン

に関するワークショップを計３回実施、完成したロ

ゴマークデザインはＲ1.9末以降公表予定

【課題】

ＪＲ大船渡線から海側における「取組範囲の拡

大」と、山側における「住環境・生活利便性の向

上を図る取組」の一体的推進

6,107,147 4,519,703 1,587,444 905,539 2,671,413 306,366 1,107,861 1,023,823 54,575 18,785 18,785 市街地整備課

　施策イ　沿岸地域を中心とした住宅の高台移転や宅地のかさ上げなどに伴い、移転先地域なども含めた複数のエリアで土地利用のあり方を検討し、用途を定めます。

追

12

◎

H 広場整備事業

　震災後、分散した高台移転者や地域

住民が普段から気軽に集まり、地区全

体のコミュニケーションや交流が生まれ

る場を創出するため、広場を整備

　・浦浜地区　0.24ha

　・細浦地区　0.31ha

　・綾里地区　0.23ha

市 H28～R1 着手済 4 有

【現状】

浦浜地区

・H30.4月　工事完了

細浦地区

・H31.3月　工事完了

綾里地区

・H31.3月　測量設計完了

【課題】

・地域や関係者などとの調整

116,546 101,978 14,568 5,595 16,254 82,818 11,879 土地利用課

　施策ウ　災害危険地域などについては、住民との合意形成のもと、住宅などの建築を制限します。

方針③　情報通信基盤の整備を進めます。

　施策ア　災害時において、確実に情報収集・発信ができる環境を整備します。

34

○

H

地域情報通信基盤

整備促進事業

光通信サービス未提供地域の解消に

向けて、通信事業者への要望活動を展

開

市 H23～ 着手済 1

【現状】

・平成23年11月より立根町大畑

野地域でサービス開始

・平成25年1月より末崎地区で

サービス開始

・平成25年3月より綾里地区で

サービス開始

・平成25年6月より日頃市地区

のサービス区域拡大

・赤崎町合足地区へのサービス

エリア拡大に向け、通信業者と

調整中。

【課題】

・光サービス未提供地域（猪川

町、立根町及び日頃市町の一

部地域)での整備促進

500 500 500 企画調整課

追

11

◎

S

情報通信技術利活

用事業

震災によりテレビ難視聴地域に転居し

た世帯のテレビ視聴に必要な施設整備

を行うテレビ共同受信施設組合に対し、

整備費用を助成（補助率：10/10）

市 H25～ 着手済 2

【現状】

・平成26～30年度において９組

合に助成

【課題】

・円滑な視聴に係る関連事業な

どとの調整

26,408 9,291 17,117 3,817 12,642 1,958 2,039 236 3,914 1,802

企業立地港

湾課
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　４　防災まちづくり　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

方針①　今回の災害による教訓を生かし、新たな防災体制を整えます。

　施策ア　津波に対する防災体制を見直します。

1

◎

S

地域防災計画整備

事業

・被災を踏まえた地域防災計画の見直

し・修正

・災害時における各種応急対応マニュ

アル作成

市 H23～R2 着手済 1

有

※有

【現状】

・平成31年1月に地域防災計画

を修正。あわせて、津波避難計

画（津波避難マップ）を作成。

【課題】

・土地利用計画などを踏まえた

避難対策の実施

34,691 23,889 10,802 3,885 739 4,731 12,922 1,093 9,721 600 1,000 防災管理室

3

○

H

避難誘導標識等設

置事業

・避難誘導標識、海抜表示、津波水位

標（東日本大震災）等の整備

※設置場所などは、今後のまちづくりに

あわせて検討

市 H24～ 着手済 1 ※有

【現状】

・太陽電池式津波避難誘導標

識の設置を市内各所に設置。

【課題】

・土地利用計画などを踏まえた

整備

81,396 65,115 16,281 15,077 16,555 7,344 13,500 13,500 12,420 3,000 防災管理室

　施策イ　新たな住宅地造成などに関連して、土砂災害などに対する防災体制を見直します。

　施策ウ　防災施設の充実・強化を図りながらも、防災施設に偏らない防災体制を整えます。

4

◎

H

防災行政無線整備

事業

・デジタル防災行政無線システムの整

備(市内全域)

 [目標]親局1,中継局1,遠隔操作卓2,子

局210、戸別受信機全戸配布,監視カメ

ラ1など

・被災したアナログ施設の応急復旧(旧

大船渡市地域）

・応急仮設住宅の難聴対策（旧大船渡

市地域）

市 H23～ 着手済 2 ※有

【現状】

・デジタル防災行政無線→平成

25年5月にデジタル放送開始

・上記整備内容：親局1、中継局

1、拡声子局197（うち再送信子

局5）、再送信局3、戸別受信機

は約11,000、監視カメラ1、移動

系防災行政無線50局

・一般住宅への戸別受信機、文

字表示装置付戸別受信機の無

償貸与などを実施

・災害公営住宅への戸別受信

機設置を完了

・平成29年度に防災行政無線

の難聴地域に子局１機増設

・防災センターに防災行政無線

親局の予備機を設置

・平成30年度に防集団地内に

子局１機増設

【課題】

・特になし

1,067,029 614,510 24,500 105,682 322,337 4,551 298,200 668,292 9,353 19,784 16,597 9,720 15,116 11,416 14,000 防災管理室

　施策エ　高齢者や障がい者など災害弱者に十分配慮した防災体制を整えます。

15

○

S

災害時要援護者支

援制度

要援護者に係る情報の収集・共有、避

難支援プランなどの作成

市 H23～ 着手済 2

【現状】

・平成25年8月に、国から示され

た「避難行動要支援者の避難

行動支援に関する取組指針」に

基づく支援プランの作成に着手

・災害時における要援護者など

に係る情報の収集・共有方法に

ついてシミュレーションを実施

・要援護者台帳・マップの作成

に係るシステム導入事業が平

成26年3月に終了

・平成27年３月に市地域防災計

画が修正されたことを受け、避

難行動要支援者に同意書を送

付・回収（平成27年３月～４月）

・同意書提出者の名簿整備完

了

・平成29年度から関係機関へ同

意者名簿提供を開始

・要援護者台帳・マップの作成

に係るシステムの更新作業を

実施し、システムの運用環境の

構築を進めている。

【課題】

・要支援者に対し、名簿搭載に

同意することのメリットを粘り強

く説明し、同意率を向上させる

取り組みを行うとともに、同意に

よらない名簿搭載の方法につ

いても検討する必要がある。

8,487 4,894 3,593 4,894 81 81 81 81 1,691 1,578

長寿社会課

地域福祉課

　施策オ　建築物の構造を災害に強いものにするよう促します。

　施策カ　高層の避難場所を確保するなど、沿岸部などの防災機能を強化します。

方針②　防災教育や防災訓練を積極的に推進します。

　施策ア　今回の災害の記録を保存するとともに、津波に関する遺構やモニュメントを活用するなどして後世に伝えます。

全体計画

進捗状況

23年度

事業主体

事 業 費(千円）

24年度 25年度 26年度

着手済

細分

担当課

32年度28年度 29年度 30年度 31年度27年度

復　興

交付金

事業

区分

財源内訳

事業費(千円）

事業名 事業概要 事業期間 現状と課題
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　４　防災まちづくり　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

全体計画

進捗状況

23年度

事業主体

事 業 費(千円）

24年度 25年度 26年度

着手済

細分

担当課

32年度28年度 29年度 30年度 31年度27年度

復　興

交付金

事業

区分

財源内訳

事業費(千円）

事業名 事業概要 事業期間 現状と課題

20

△

S 防災教育事業 防災教育のための地域学習会の開催 国・県・市 H24～ 着手済 1

【現状】

・県主催の自主防災組織研修

会への参加

・市内小中学校において、防災

学習会を開催

【課題】

・特になし

150 150 50 100

防災管理室

　施策イ　市民各層に対して防災に関する教育活動を実施します。

　施策ウ　東日本大震災が発生した３月11日に、広く防災意識の高揚を図るための事業を実施します。

23

◎

S 慰霊祭の開催

東日本大震災が発生した3月11日に慰

霊祭・追悼式を開催

市 H23～ 着手済 2

【現状】

・平成31年3月11日に東日本大

震災八周年大船渡市犠牲者追

悼式を開催

【課題】

・特になし

69,938 3,448 60,861 5,629 21,697 8,001 5,053 5,068 6,929 4,584 4,510 4,510 4,686 4,900 防災管理室

24

△

S 防災訓練の実施

・防災訓練、津波避難訓練の実施（次

の防災関連の日などを中心に適宜実

施→5/24チリ地震津波、9/1防災の日、

11/5津波防災の日、1/17防災とボラン

ティアの日、3/11東日本大震災）

　　 市

関係機関

など

H24～ 着手済 1

【現状】

・令和元年９月29日に市防災訓

練を実施。

【課題】

・復興事業の進捗や地域防災

計画の見直し状況に応じた訓

練項目を検討する必要がある

264 264 43 91 50 80 防災管理室

　施策エ　市内全域または地域ごとに防災訓練を実施します。

方針③　地域コミュニティー機能の維持・強化を図ります。

　施策ア　自主防災組織の育成・強化を支援します。

25

△

S

地域防災力強化推

進事業

自主防災組織の育成・強化（結成促

進、リーダー養成、連合会組織の結成

など）

市 H24～ 着手済 1

【現状】

・自主防災組織などに対する説

明会を開催

・新たに結成した自主防災組織

に本部旗、腕章を作成・交付→

結成組織数：105（令和元年９月

末現在）

・自主防災組織支援事業により

防災資機材を整備した3組織に

補助金を交付

【課題】

・未結成地域の解消

・活動が停滞している自主防災

組織の活性化

6,645 6,645 73 895 927 882 735 622 349 981 1,181 防災管理室

　施策イ　ボランティア組織の育成・強化を支援します。

26

○

S

おおふなとボラン

ティア活動連絡会

支援事業（活動セン

ター運営事業）

ボランティア組織の育成・強化の支援

社会福祉

協 議 会

H23～ 着手済 1

【現状】

・支えあいまちづくり事業を実施

中

・平成24年度から復興ボラン

ティアセンター運営補助事業を

実施

・活動ニーズの低下やボラン

ティアの減少により平成27年度

末で復興ボランティア活動支援

センター廃止した。（平成28年

度以降は、補助事業とせず、社

会福祉協議会の通常のボラン

ティア業務の中で実施。）

【課題】

・特になし

50,343 22,500 5,343 22,500 5,000 7,900 6,400 6,048 4,995 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

地域福祉課

長寿社会課

　施策ウ　市民の自主的な地域づくり活動や拠点となる施設の整備などに対して支援します。

【地域福祉課】

平成27年度で事業終了
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　４　防災まちづくり　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

全体計画

進捗状況

23年度

事業主体

事 業 費(千円）

24年度 25年度 26年度

着手済

細分

担当課

32年度28年度 29年度 30年度 31年度27年度

復　興

交付金

事業

区分

財源内訳

事業費(千円）

事業名 事業概要 事業期間 現状と課題

27

○

S 市民活動支援事業

市民活動の活性化、公益団体などの連

携及び行政との協働を図るため、さまざ

まな情報の提供、活動団体の相互交流

の機会及び活動場所が提供できる施

設の整備など

市 H23～ 着手済 2

【現状】

・大船渡市市民活動支援協議

会（構成団体：市・社会福祉協

議会・ＮＰＯ法人、平成25年9月

設立）が、市民活動支援セン

ターを開設→平成26年2月から

市内商業施設内において本格

稼動

・大船渡市市民活動支援協議

会を母体として設立された特定

非営利活動法人おおふなと市

民活動センターに、平成30年度

から市民活動支援センター業務

を委託

【課題】

・新たな市民活動の誘起及び既

存活動の活性化

106,152 106,152 200 18,488 18,488 18,488 18,488 16,000 16,000

市民協働準

備室

方針④　ライフラインや交通・物流などの機能を強化します。

　施策ア　関係機関の協力のもと、重要施設などへの重点・優先投資を行いながら、これら機能の早期復旧体制を整えるとともに、再生可能エネルギーの活用など、非常時の応急的な生活を支える方策について検討します。

30

△

H

災害用物資備蓄事

業

地域分散による備蓄品の配置、災害用

物資の備蓄

・備蓄品の配置：地区本部、自主防災

組織など

・災害用物資の備蓄：毛布、簡易トイ

レ、水、非常用食料、発電機,照明器具

など

市 H23～ 着手済 1

【現状】

・自主防災組織に対し、支援物

資や郵便事業㈱の寄付金によ

る防災資機材の整備を実施

・日本赤十字社の支援により、

中核的避難所など18ヵ所に防

災倉庫を設置

【課題】

・保管場所の確保

・整備した資機材などの保守点

検

26,214 21,311 4,903 20,255 684 627 747 717 575 816 793 1,000 防災管理室

33

○

H

再生可能エネル

ギー導入促進事業

再生可能エネルギーの活用による地産

地消型エネルギー産業を復興の基礎と

した、先駆的な医療・福祉や生活支援

サービスの展開による超高齢化社会に

適した地域づくりの推進など、国が構想

する「環境未来都市」の構築に向けて、

気仙管内の市町や関連企業などと連携

した調査・研究、事業化への取り組み

市など H23～ 着手済 4 ※有

【現状】

・平成25年6月から、五葉山太

陽光発電合同会社が五葉山麓

に建設していた太陽光発電所

が平成27年8月に完成し、本稼

動を開始

・平成25年9月に、気仙広域環

境未来都市推進共同事業体が

設計に関与した環境共生型木

造復興住宅のモデル棟(3棟)が

住田町に完成→11月にも復興

住宅として陸前高田市に2棟完

成

・防災集団移転促進事業の進

捗に合わせた木造復興住宅に

係る説明会を平成26年5月に開

催（市内全域対象）→大船渡町

及び赤崎町を対象に平成26年7

月に開催

・平成29年9月に市内セメント製

造企業がバイオマス発電所の

建設に着手し、令和元年9月か

ら調整運転を開始

・平成29年3月に気仙広域環境

未来都市シンポジウム（対象：

気仙地域住民）を開催

【課題】

・他の復興関連事業との調整

・地元企業の参画促進

・気仙2市1町間の調整

・更なる再生可能エネルギー活

用事業の実現

6,075,038 6,060,805 14,233 19,445 18,809 1,612,006 4,405,856 18,300 366 68 3 185

環境未来都

市推進室
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　４　防災まちづくり　

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

全体計画

進捗状況

23年度

事業主体

事 業 費(千円）

24年度 25年度 26年度

着手済

細分

担当課

32年度28年度 29年度 30年度 31年度27年度

復　興

交付金

事業

区分

財源内訳

事業費(千円）

事業名 事業概要 事業期間 現状と課題

追3

△

S

再生可能エネル

ギー導入促進事業

（住宅用太陽光発

電システム導入促

進費補助金）

環境負荷の少ない循環型社会の構築

に向け、市民の環境に対する意識の高

揚及び再生可能エネルギーの普及を

図るため、住宅用太陽光発電システム

を設置する場合に要する経費に対して

補助金を交付

市 H25～H32 着手済 2

【現状】

・補助金交付要綱を策定（平成

25年4月1日施行）

・補助金申請相談及び受付を

実施中

・平成25年度交付決定件数：

172件

・平成26年度交付決定件数：

107件

・平成27年度交付決定件数：83

件

・平成28年度交付決定件数：52

件

・平成29年度交付決定件数：48

件

・平成30年度交付決定件数：29

件

【課題】

・補助金制度の周知徹底

・補助制度終息時期の検討

58,068 58,068 16,701 10,466 8,128 5,154 4,742 2,877 5,000 5,000

環境未来都

市推進室

　施策イ　災害に備えた物資の備蓄や調達方法を強化します。

方針⑤　広域的な観点を重視した災害時の応援・サポート体制を整えます。

　施策ア　医療・福祉をはじめさまざまな分野において、市内外の多くの機関との連携による相互支援体制を確立します。

36

△

S

災害時の支援ネッ

トワーク体制確立

事業

銀河連邦構成市町及び友好都市間に

よる、災害が発生した際の人的な支援

ネットワーク体制の確立

市

関係市町村

H23～R2 着手済 2

【現状】

・銀河連邦構成市町から協定に

基づく支援をいただいている

・銀河連邦構成市町による災害

時の対応形態について、構成

市町の災害発生時に本部（相

模原市）が対応窓口となる体制

を構築

【課題】

・特になし

1,230 1,230 50 50 230 230 230 220 220 企画調整課

37

△

S

復興支援から相互

交流への展開事業

復旧・復興支援自治体との相互交流の

促進

市

関係市町村

H23～R2 着手済 2

【現状】

・銀河連邦構成市町間で物産

や児童に係る相互交流が円滑

に行われている

・平成24年6月に板橋区、平成

25年10月に山武市と連携協力・

相互応援協定を締結

・平成26年12月に鎌倉市とパー

トナーシティ提携を結んだ

・震災後につながりができた多く

の自治体と物産や防災関係の

交流が生じている

【課題】

・支援自治体との交流機会の創

出

33,347 10,002 23,345 2,000 2,000 3,541 3,291 3,576 4,816 5,329 4,338 4,456 企画調整課

　施策イ　環境未来都市構想を中心とした気仙２市１町の一層の連携推進をはじめ、三陸沿岸地域や岩手県内陸部の市町村など、自治体間の相互支援体制を強化します。

　施策ウ　災害時にすばやく対応できるボランティアネットワークを強化します。
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